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リサーチ＆ソリューション第 1部 佐古 佳史 

 

（米国）労働市場の減速が継続 
 

7 月の雇用統計を確認すると、非農業部門雇用者数は前月から 11.4 万人増（事業所調査）と雇

用増加ペースは鈍化した。5、6 月分の下方修正は合計 2.9 万人となり、3 か月平均は 17.0 万人増

となった。失業率は 4 か月連続で上昇し、約 2 年半ぶりの水準である 4.3％となった。 

 

7 月の非農業部門民間平均時給は前年比 3.6％（前月比 0.2％）、生産・非管理職の時給は同

3.6％（同 0.3％）の上昇と、前年比でみればいずれも前月から鈍化した。24 年 4～6 月期の雇用コ

スト指数は前年比 4.1％と小幅に鈍化した。賃金上昇率は概ね、2％物価目標と整合的な上昇率と

思われる。 
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（資料）米労働省統計局、Refinitiv
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（資料）米労働省統計局、アトランタ連銀、Refinitiv
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6 月の求人労働異動調査によると、求人数は前月から 4.6 万人減少の 818.4 万となり、求人率

（＝求人数÷（求人数＋雇用者数））は変わらずの 4.9％、自発的な離職率も変わらずの 2.1％とな

った。 

 
求人数と失業者数の比率をみると、6 月は職を選ばなければ 1 人の失業者に対して 1.2 倍の求人

が確認された。4 月以降、同比率はコロナ禍前の水準に概ね戻っている。カンファレンスボードの雇

用充足指標が低下したことや、7 月雇用統計にて失業者数の増加幅が大きかったことから、7 月の同

倍率はさらなる低下が見込まれる。 
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（％）（％） 労働市場関連統計の推移
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（資料）米労働省統計局、Refinitiv
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（資料）米労働省統計局、Refinitiv
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労働需要として雇用者数と求人件数の合計、労働供給として労働力人口と縁辺（Marginally 

Attached）労働者の合計を比較して労働市場の需給を考えると、6 月は約 1.69 億人で需給がほぼ

一致した。 

 

6 月の求人労働異動調査と 7 月の雇用統計からは、労働市場の減速傾向が継続していることが

うかがえる。失業率が上昇したことなどから米国の景気減速に対する懸念が強まり、2 日の米長期

金利（10 年債利回り）は 18bp 低下の 3.79％となった。また、2 日のＦＦ金利先物市場では、24 年内

の利下げ幅として 100bp 程度が織り込まれた。 

7 月 FOMCでは利下げは見送られたものの、声明文からは、インフレ率と雇用の両方に対するリ

スクに注意していると記された。これは、「最大限の雇用と物価の安定」という FRB の 2 つの使命

（dual mandate）に沿った内容といえる。FRB が通常時の政策運営に戻ったとも考えられ、9 月

FOMC（17、18 日）以降の利下げの可能性を示唆したと解釈することもできるだろう。足元の指標が

軟調に推移するなか、9 月 FOMC では利下げ幅に加えて、経済見通しにも注目が集まる。 
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